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○日韓関係悪化により、訪日韓国人が大きく減少 

日本政府観光局(JNTO)から発表された19年７月の訪日外客数は299万1200人、前年比＋5.6％ (６

月：同＋6.5％)となった。前年比での伸びの鈍化は小さなものに止まったが、これは比較対象となる

昨年７月の水準が、大阪府北部地震や西日本豪雨の影響によって下振れていたことの影響が大きい。

季節調整値でみると前月比▲3.5％と落ち込んでおり、弱い結果であったと判断できる。主因は韓国か

らの訪日客の減少だ。中国や香港、台湾など他の東アジア地域については個人査証の発行要件緩和や

航空航空路線の増便が夏季シーズンの訪日客増加に繋がったこと等から堅調に推移したものの、日韓

関係の悪化に伴って、訪日韓国人は前年比で▲7.6％(６月：同＋0.9％)、季節調整済み前月比で▲

10.1％もの落ち込みとなったことが響いた。 

 

○訪日韓国人の減少が今後も下押し圧力に 

日韓関係ついての先行きは、不透明感が強まっている。日韓両国は輸出管理上の優遇対象国から互

いに除外し合うなど、対立は長期化の様相を呈している。また、韓国の大手航空会社が日本路線を大

幅に縮小することを発表しており、当面は訪日外客数に下押し圧力がかかることになるだろう。    

訪日外国人全体に占める訪日韓国人の割合は 24.2％、訪日外国人旅行消費額に占める韓国人の消費額

は 13.0％(いずれも 2018 年暦年での割合)と、人数・消費額共に高いウエイトを占めており、日韓関係

（出所）日本政府観光局「訪日外客数」

（注）季節調整は第一生命経済研究所
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悪化に伴うインバウンド需要への影響は大きい。2019 年は９月 20 日から 11 月２日までラグビーワー

ルドカップ™の開催が予定されており、40 万人の訪日外国人の増加が見込まれているが、2019 年の訪

日韓国人が 2018 年から 5.3％減少した場合、この増加分は相殺されることになる。韓国からの訪日人

数は中国に次ぐ第２位であり、2020 年での訪日外客数 3,000 万人を目指す上で、その重要性は高い。

他の国からの訪日数が順調に伸びているため、増加基調が途切れるとまではみていないが、今後の動

向を注視する必要があるだろう。 

 

 

 

（出所）日本政府観光局「訪日外客数」

訪日外客数総数（2018年暦年）

中国

838.0万人
26.9%

韓国

753.9万人
24.2%

台湾

475.7万人
15.3%

香港

220.8万人
7.1%

タイ

113.2万人
3.6%

フィリピン

50.4万人
1.6%

マレーシア

46.8万人
1.5%

シンガポール

43.7万人
1.4%

インドネシア

39.7万人
1.3%

ベトナム

38.9万人
1.2%

その他

498.0万人
16.0%

（出所）観光庁「訪日外国人消費動向調査」

国籍・地域別の訪日外国人旅行消費額と構成比（2018年暦年）
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